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業務運営の抜本的な改善に関する命令 
 
 
 

貴機構は、全国新幹線鉄道整備法（昭和４５年法律第７１号）第９条の規定

に基づき、北陸新幹線（金沢・敦賀間）の建設主体として工事実施計画を作成

し、平成２４年６月に国土交通大臣の認可を受け、その整備を進めてきたとこ

ろである。 

北陸新幹線（金沢・敦賀間）の整備については、独立行政法人通則法（平

成１１年法律第１０３号。以下「法」という。）第２９条第１項に基づき国土交通

大臣が定め貴機構に指示した中期目標及び法第３０条第１項に基づき貴機構

が作成し国土交通大臣の認可を受けた中期計画において、平成３４年度末に

完成・開業させることを目指すとされている。 

また、中期目標では「工事完成予定時期を踏まえ、事業費・工程の管理を

徹底することによって、鉄道建設事業のプロジェクト遂行の確実性を確保し、

着実な進捗を図る」とされており、さらに中期計画では、「事業の実施に当たっ

ては、経済的に安全かつ工期どおりに建設する重要性にかんがみ、工事完成

予定時期と照らしてどの程度進捗しているかを適切に把握する。技術開発の

動向等を踏まえてコスト縮減に努め、想定できなかった現地状況に対応する

必要性が生じた等、工事実施計画の認可の後に不測の事態が生じた場合を

除き、認可の際の事業費を上回らないようにするとともに、各年度に行ったコ

スト縮減効果について整理・機構内での共有を図」ることとされている。 

しかしながら、北陸新幹線（金沢・敦賀間）整備事業については、工期の遅



 

2 
 

延と事業費の大幅な増嵩が見込まれることが明らかとなったため、国土交通

省において、本年１１月に外部有識者から成る「北陸新幹線の工程・事業費管

理に関する検証委員会」（以下「検証委員会」という。）を設置し、今般の工期

遅延・事業費増嵩に至った事実関係の検証を行った。その結果、令和元年度

の時点において既に、貴機構における工程管理・事業費管理の体制やルー

ル、沿線自治体等との情報共有のあり方に重大な課題が存在していることが

明らかとなったため、令和元年度の業務実績評価において、整備新幹線整備

事業の工程管理及び事業費管理の項目について、抜本的な改善を求める必

要があるとしたところである。 

以上を踏まえ、貴機構に対し、法第３２条第６項の規定に基づき下記に掲

げる措置を速やかに講ずるよう命令する。 

講じようとする措置の内容については、令和３年１月２９日までに報告され

たい。 
 
 

記 
 
 
１．工程管理・事業費管理の体制の見直し（事業執行体制の強化） 

工事の進捗状況や事業費の執行状況について、現場の情報が迅速かつ

正確に本社に伝わるよう工程管理・事業費管理の体制を見直すこと。具体的

には、石川県や福井県といった現場に近い場所に司令塔となる組織を配置

し、事業執行体制の強化を図ること。 
 

２．工程管理・事業費管理のルールの見直し（本社のチェック機能の強化） 

工事の進捗状況・事業費の執行状況について、貴機構内部のチェック体

制を強化するとともに、効率性に配慮しながら外部の有識者による助言を可

能とする体制を構築すること。 
 

３．関係自治体等との情報共有の拡充 

関係自治体をはじめとする関係者との間で工事の進捗や事業費の執行

状況について定期的かつ密に情報を共有し、関係者の監視の下、貴機構

において適切な管理が行われる仕組みを導入すること。 
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上記１．～３．について、改善措置の進捗状況、運用状況の定期的な報告

を行うこと。 
 
なお、先述の検証委員会では引き続き貴機構のガバナンスや施工管理能

力の抜本的強化を含む原因究明・再発防止策について検討を行うこととして

おり、その結果を踏まえ、更なる改善措置を求めることもあり得る旨了知され

たい。 
 
 

以 上 
 
 


